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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在してい

ないため、記載しておりません。 

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自平成15年 
２月21日 
至平成15年 
８月20日 

自平成16年 
２月21日 
至平成16年 
８月20日 

自平成17年 
２月21日 
至平成17年 
８月20日 

自平成15年 
２月21日 
至平成16年 
２月20日 

自平成16年 
２月21日 
至平成17年 
２月20日 

売上高 (百万円) 97,896 93,602 94,112 187,774 179,510 

経常利益 (百万円) 3,285 1,598 3,454 4,070 3,237 

中間（当期）純利益 (百万円) 1,575 228 1,465 1,238 1,190 

純資産額 (百万円) 44,845 44,832 47,303 45,024 45,267 

総資産額 (百万円) 103,997 104,834 107,427 106,120 103,556 

１株当たり純資産額 (円) 1,071.86 1,071.58 1,130.67 1,076.16 1,081.99 

１株当たり中間(当期)

純利益 
(円) 37.65 5.45 35.02 29.59 28.44 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 43.1 42.8 44.0 42.4 43.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 8,548 4,651 7,447 4,405 11,778 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △7,660 △1,820 △1,476 △9,181 △3,182 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △264 △2,690 △5,924 4,737 △7,973 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
(百万円) 3,945 3,423 3,952 3,283 3,905 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

(人) 
2,196 

[3,939] 

2,205 

[4,105] 

2,105 

[3,933] 

2,200 

[3,988] 

2,082 

[3,883] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在してい

ないため、記載しておりません。 

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自平成15年 
２月21日 
至平成15年 
８月20日 

自平成16年 
２月21日 
至平成16年 
８月20日 

自平成17年 
２月21日 
至平成17年 
８月20日 

自平成15年 
２月21日 
至平成16年 
２月20日 

自平成16年 
２月21日 
至平成17年 
２月20日 

売上高 (百万円) 92,120 87,904 88,758 176,396 168,291 

経常利益 (百万円) 2,602 1,111 2,736 3,703 3,001 

中間（当期）純利益 (百万円) 1,377 196 933 1,348 1,230 

資本金 (百万円) 10,981 10,981 10,981 10,981 10,981 

発行済株式総数 (千株) 41,844 41,844 41,844 41,844 41,844 

純資産額 (百万円) 44,153 44,404 46,336 44,630 44,908 

総資産額 (百万円) 95,440 97,405 100,094 98,590 96,982 

１株当たり純資産額 (円) 1,055.31 1,061.33 1,107.57 1,066.73 1,073.40 

１株当たり中間(当期)

純利益 
(円) 32.91 4.69 22.32 32.22 29.40 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
(円) － － － － － 

１株当たり中間(年間)

配当額 
(円) 9.00 9.00 9.00 18.00 18.00 

自己資本比率 (％) 46.3 45.6 46.3 45.3 46.3 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

(人) 
1,713 

[3,009] 

1,677 

[2,956] 

1,622 

[2,814] 

1,688 

[2,999] 

1,599 

[2,823] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において持分法適用関連会社であったノーステックテレコム㈱及びその子会社は、株式売却に

伴う持分の減少により持分法の適用範囲から除外しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 提出会社においてはホーマックグループユニオン（組合員数5,931名）があり、上部団体としてゼンセン同盟専

門店部会に加盟しております。また、一部の子会社において労働組合があります。 

 労使関係は円満に推移しており、争議行為及び紛争問題等は起きておりません。 

  平成17年８月20日現在

事業部門の名称 従   業   員   数 （人） 

ホームセンター事業 1,800（3,455） 

その他の事業 256  （463） 

全社（共通） 49   （15） 

合計 2,105（3,933） 

  平成17年８月20日現在

従業員数（人） 1,622（2,814） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におきましては、堅調な企業業績を背景に、雇用環境が緩やかな改善傾向を示しているもの

の、個人消費については、将来の増税懸念といった要因もあり、まだまだ本格的な改善とはなっておらず、小売業

にとっては厳しい環境が続いております。 

このような状況のもと当社グループは、新規出店につきましては、北海道４店舗、東北１店舗、関東１店舗の合

計６店舗を開店いたしました。また、北海道で３店舗を閉店いたしました。これらの結果、当中間期末の店舗数は

150店舗となり、売場面積は166,251坪となりました。 

販売面では、第１四半期が、北海道、北東北の春の立ち上がりが遅く低温が続いたこともあり苦戦いたしました

が、第２四半期についてはペット＆グリーンや作業用品、金物、塗料・補修、エクステリア、住宅設備といったホ

ーム・インプルーブメント部門を中心に売上高を伸ばしました。商品面では、オリジナルブランドや輸入商品、Ｎ

Ｂ商品の共同仕入といった政策商品の強化を行い、荒利益率が28.8％となり前年同期比2.0ポイントの改善を図る

ことが出来ました。オリジナルブランドにつきましては、売上高前年同期比121.3％、売上高構成比は8.0％となり

ました。 

また、平成17年７月11日に、当社、株式会社カーマ、ダイキ株式会社の３社は、平成18年９月１日を期日とし

て、株式移転により共同持株会社ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社を設立することを発表いたしまし

た。この発表を受けて、固定資産の減損会計については、株式会社カーマ、ダイキ株式会社の２社が既に対応して

いることもあり、当社グループにおきましても１年前倒しで適用することとし、減損損失２億７千９百万円を特別

損失に計上いたしました。 

これらの結果、当中間連結会計期間におきましては、売上高は941億１千２百万円（前年同期比100.5％）、経常

利益は34億５千４百万円（前年同期比216.1％）、中間純利益は14億６千５百万円（前年同期比642.6％）と増収増

益となりました。 

(2) 主要商品部門別の状況 

① ペット＆グリーン部門 

ペット用品は、ペットブームが続き、老犬用・老猫用ドライフード等の機能食やペット用ガム等のペットフード

が好調でした。また、「ムシキング」（ゲーム）がブームとなり昆虫用品が売上を伸ばしました。特に外国産の昆

虫が人気で飼育する為のケース、用品が好調でした。園芸は雪解けが遅れたため、氷割り、スコップ等の除雪用品

が好調に推移しました。また、東北地区の梅雨入りが遅れたことによりホースリール、散水パーツ、散水ホースが

好調でした。その結果、売上高は233億１千万円（前年同期比103.1％）となりました。 

② ホーム・インプルーブメント部門 

作業用品は、東北地区の梅雨明けが遅れ、長靴、合羽が好調でした。また、安全靴、安全長靴、ワークタオルは

品揃えの強化により好調に推移しました。金物は福岡西方沖地震、千葉北西部地震、宮城地震と大きな地震の発生

により防災意識が高まり、家具転倒防止用安全金物が大きく伸びました。工具はレーザーを使用した測定工具がメ

ーカー企画を行ったこともあり好調でした。木材・建材は昨年より陳列量の拡大と低価格化の推進を行ったツーバ

イ・フォー材、断熱材が好調でしたが、夏の主力の網戸は昨年の猛暑の反動もあり低調でした。エクステリア用品

では、物置・車庫が販促の強化により好調に推移しました。その結果、売上高は166億９千１百万円（前年同期比

103.2％）となりました。 

③ ホーム・レジャー部門 

カー用品は、雪解けの遅れによりバッテリー、ウォッシャー液が好調に売上を伸ばしましたが、昨年の猛暑で好

調に推移しましたカー消臭剤は今年は低調でした。スポーツ用品は、スイングステッパー、ジムボールなどトレー

ニング用品が好調に推移しましたが、春先の低温により花火、パークゴルフなど屋外用品が低調でした。レジャー

用品は雪解けの遅れにより、自転車の立上げも遅れ低調でした。また、海水浴用品、キャンピング用品は東北地区

の梅雨明けが遅れ低調でした。その結果、売上高は93億７千９百万円（前年同期比95.8％）となりました。 



④ ハウス・キーピング部門 

日用消耗品は、ティッシュペーパー、トイレットペーパー、コンパクト粉末洗剤が単価下落の影響を受け低調で

した。ステーショナリーは、平成17年４月１日に「個人情報保護法」が施行されたことにより、シュレッダーが好

調でした。ダイニング関連は分別収集を行う地域が増え、指定ゴミ袋が大きく伸びました。バス・トイレタリーも

同様に分別ゴミ容器が好調でした。また、フロアーワイパーの新製品が好調で売上に貢献しました。ビューティケ

アでは女性化粧品のメイク用品全般が低調でした。その結果、売上高は229億３千万円（前年同期比99.4％）とな

りました。 

⑤ ホーム・ファニシング部門 

インテリア用品は、シーズンクッション、い草ラグ、アクセントラグ等の季節商品と部分敷きのラグが好調でし

たが主力のＰＰゴザが低調でした。寝具は昨年好評の低反発素材を使用した枕、敷き布団が低調でした。家具収納

用品は収納企画の強化と販促強化によりプラスチック収納、チェストが好調でした。その結果、売上高は86億７千

４百万円（前年同期比96.6％）となりました。 

⑥ ホーム・エレクトロニクス部門 

家電は、クリーナー、冷凍庫、アイロン、カセットコンロが好調でしたが、売上構成の高いガステーブル、炊飯

ジャー、洗濯機、冷蔵庫が低価格化により低調でした。冷暖房用品では雪解けの遅れでファンヒーターが好調でし

た。また、夏の主力商品の扇風機、冷風機は本州の梅雨時期に北海道地区の気温が上昇し好調でした。反面、エア

コンは昨年の猛暑の影響で関東地区での不調が続きました。東北地区の梅雨明けの遅れにより除湿器も好調に推移

しました。電材・照明は大きな地震の影響もあり電池、電灯が好調でした。ＡＶ情報機器では、テレビ、ビデオ、

ＤＶＤ本体、ビデオテープなどが昨年のオリンピック需要の反動により低調でした。その結果、売上高は97億６千

９百万円（前年同期比99.8％）となりました。 

(3) キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益29億８千３百万円、減価償却費14億２千３百万

円、たな卸資産の増加額11億３千１百万円、仕入債務の増加額52億８千４百万円等により74億４千７百万円の収入

（前年同期比60.1％増）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、新規出店等による有形固定資産の取得による支出２億９百万円、敷金及

び建築協力金の差入による支出25億４千４百万円、また、敷金及び建築協力金の返還による収入11億３百万円等に

より14億７千６百万円の支出（前年同期比18.9％減）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少額61億円、新規の長期借入金の調達額30億円、長期借

入金の返済による支出22億７千６百万円、配当金の支払額３億６千７百万円等により59億２千４百万円の支出（前

年同期比120.2％増）となりました。 

これらの結果、現金及び現金同等物残高は前中間連結会計期間末に比べ５億２千８百万円増加し、39億５千２百

万円となりました。 



２【仕入及び販売の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）は、ホームセンター事業を主たる業務としているため、生産及び

受注の状況は記載しておりません。 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １．記載金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２．ホームセンター事業の部門別の主な取扱商品は、次のとおりであります。 

事 業 部 門 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前年同期比（％） 

ホームセンター事業     

ペット＆グリーン（百万円） 16,473 103.7 

ホーム・インプルーブメント（百万円) 11,001 103.1 

ホーム・レジャー（百万円） 6,974 97.7 

ハウス・キーピング（百万円） 18,083 100.5 

ホーム・ファニシング（百万円） 5,705 96.4 

ホーム・エレクトロニクス（百万円） 7,140 108.5 

その他（百万円） 1,592 109.8 

ホームセンター事業計（百万円） 66,970 102.0 

その他の事業（百万円） 1,124 105.8 

合計（百万円） 68,095 102.1 

部門 区分 

ペット＆グリーン 園芸、植物、業務資材、大型機械、ペット、ペット用品他 

ホーム・インプルーブメント 
作業用品、金物、工具、塗料、木材、エクステリア、屋外・建築資材、住宅設

備他 

ホーム・レジャー カー用品、スポーツ、玩具、サイクル、レジャー他 

ハウス・キーピング 
日用消耗品、ステーショナリー、ダイニング・キッチン、バス・トイレタリ

ー、ビューティケア、ヘルスケア他 

ホーム・ファニシング インテリア、寝具、家具収納他 

ホーム・エレクトロニクス 家庭電器、冷暖房、電材・照明、ＡＶ情報機器、灯油他 

その他 ソフトグッズ、工事費、サービス料他 



(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の事業部門別販売実績を示すと、次のとおりであります。 

(注) １．記載金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２．地区別販売実績は、次のとおりであります。 

事 業 部 門 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前年同期比（％） 

ホームセンター事業     

ペット＆グリーン（百万円） 23,310 103.1 

ホーム・インプルーブメント（百万円） 16,691 103.2 

ホーム・レジャー（百万円） 9,379 95.8 

ハウス・キーピング（百万円） 22,930 99.4 

ホーム・ファニシング（百万円） 8,674 96.6 

ホーム・エレクトロニクス（百万円） 9,769 99.8 

その他（百万円） 2,131 106.0 

ホームセンター事業計（百万円） 92,888 100.5 

その他の事業（百万円） 1,223 103.4 

合計（百万円） 94,112 100.5 

地区 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前年同期比（％） 

金額（百万円） 構成比（％） 
中間期末店舗数 
（店） 

北海道         

道央地区 23,734 25.2 36 98.7 

道南地区 6,858 7.3 11 103.9 

道北地区 5,619 6.0 9 108.1 

道東地区 10,957 11.6 14 103.2 

計 47,169 50.1 70 101.5 

青森県 5,144 5.5 11 104.7 

岩手県 10,135 10.8 21 95.8 

宮城県 10,350 11.0 18 101.2 

秋田県 4,825 5.1 11 96.7 

山形県 1,556 1.7 3 72.9 

茨城県 5,153 5.5 9 101.1 

群馬県 877 0.9 1 90.7 

埼玉県 566 0.6 1 97.9 

千葉県 4,141 4.4 4 90.1 

東京都 781 0.8 1 104.3 

その他（通信販売他） 2,186 2.3 － 274.2 

ホームセンター事業計 92,888 98.7 150 100.5 

その他の事業 1,223 1.3 － 103.4 

全社計 94,112 100.0 150 100.5 



３【対処すべき課題】 

 オーバーストア、デフレといった環境のなか、収益力を高めることが求められ、それには仕入コストの低減が重要

課題であります。仕入コスト低減に向け設立したＤＣＭ Ｊａｐａｎ株式会社を積極的に活用し、株式会社カーマ、

ダイキ株式会社との共同仕入や、「快適上手」、「PROSIDE（プロサイド）」といったオリジナルブランドや輸入商

品の拡大強化を図ってまいります。また、競合環境が益々厳しくなるなか、既存店の強化策が急務となっておりま

す。既存店では取扱いのないスーパーデポ業態の取扱商品を既存店に取り入れ、次世代フォーマットの構築に取り組

んでまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成17年７月11日に開催した取締役会において、株主総会の承認決議等所要の手続きを経た上で、平成18

年９月１日を期日（予定）として株式移転により、株式会社カーマ、ダイキ株式会社とともに共同持株会社、ＤＣＭ

Ｊａｐａｎホールディングス株式会社（呼称ＤＪホールディングス 以下「統合新会社」という）を設立することを

決議し、基本合意書を締結いたしました。 

1．株式移転の目的 

日本の小売業界は、経営構造改革の遅れと市場のグローバル化、情報・物流の高度化、株主重視経営への要請

等、時代の潮流の中にあります。こうした環境において３社は「お客様の暮らし」を支える社会的なインフラとし

て、経営基盤を一層強固なものとし、社会への貢献度を高め続けていくために、平成15年２月に業務・資本提携を

行い、その後平成15年５月に設立したＤＣＭ Ｊａｐａｎ株式会社を通じて、商品輸入・PB商品の開発・共同仕入

等を行ってまいりました。この３社での取り組みはお客様のご支持を頂き、ＤＣＭ Ｊａｐａｎ政策商品の取扱い

が全商品に占める割合は25％となるまでに成長いたしました。この成功をもとに、これまでの提携・協力関係を大

きく前進させ更なる発展を図るため経営統合を行うことといたしました。私共の理念にご賛同いただける企業にも

今後声をかけて、参加をして頂きたいと考えております。 

2．株式移転の条件 

（1）株式移転の日程 

ただし、今後、手続きを進めるなかで、やむを得ない状況が生じた場合は、３社協議の上、日程を変更する場

合があります。 

（2）株式移転比率 

カーマ、ダイキ、ホーマックの発行する株式１株に対して割当てられる統合新会社の株式数（株式移転比率）

については、今後、外部機関の評価結果を踏まえて３社協議の上決定します。 

（3）設立後における新会社の上場申請に関する事項 

統合新会社は、東京証券取引所に新規上場を行うことを予定しています。 

上場日は、東京証券取引所の規則等に基づき決定されますが、平成18年９月１日を予定しています。 

株式移転に伴い、現在、３社が証券取引所に上場している普通株式は、平成18年８月28日をもって上場廃止と

なる予定です。 

平成17年７月11日 基本合意書調印 

平成18年４月初旬（予定） 株式移転計画の承認取締役会（各社） 

平成18年５月中旬（予定） 株式移転承認株主総会（ホーマック） 

平成18年６月下旬（予定） 株式移転承認株主総会（カーマ、ダイキ） 

平成18年８月28日（予定） 上場廃止日 

平成18年９月１日（予定） 持株会社の上場日 

平成18年９月１日（予定） 株式移転の日（持株会社の設立登記日） 



3．完全親会社となる新会社の概要 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

（1）商号 DCM Japan ホールディングス株式会社 

  （英文名 DCM Japan Holdings Co.,Ltd.） 

（2）事業内容 ホームセンター事業を主として行う子会社の株式を保有することによる当該子会

社の事業活動の支配・管理等 

（3）本店所在地（予定） 東京都港区 

（4）取締役及び監査役（予定） 取締役会長  大亀  孝裕（ダイキ取締役会長） 

取締役相談役 鏡味 順一郎（カーマ取締役会長） 

取締役相談役 石黒  靖尋（ホーマック取締役相談役） 

代表取締役社長兼最高経営責任者 

       前田  勝敏（ホーマック代表取締役会長兼社長） 

代表取締役副社長兼最高執行責任者 

       久田  宗弘（カーマ代表取締役社長） 

代表取締役副社長兼最高コンプライアンス責任者 

       山下  雄輔（ダイキ代表取締役社長） 

その他若干名の取締役及び監査役を選任する予定です。   

（5）資本金 今後３社間で協議し決定します。 

（6）発行予定株式数 今後３社間で協議し決定します。 

（7）決算期 ２月末日 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。 

(2) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、改修について完了したも

のは、次のとおりであります。 

   新設 

(3) 新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

会社名 
事業所名 

所在地 事業部門の名称 設備の内容 完成年月 
金額 

（百万円） 
完成後の売場
面積（㎡） 

当社 

岩見沢店 

北海道 

岩見沢市 

ホームセンター

事業 

構築物・敷金保証

金等 
平成17年３月 379 6,488 

当社 

春光店 

北海道 

旭川市 

ホームセンター

事業 

構築物・敷金保証

金等  
平成17年３月 672 7,392 

当社 

手宮店 

北海道 

小樽市 

ホームセンター

事業 

土地・構築物・敷

金保証金等  
平成17年６月 762 6,671 

当社 

石川店 

北海道 

函館市 

ホームセンター

事業 

構築物・敷金保証

金等  
平成17年７月 333 14,325 

当社 

三沢店 

青森県 

三沢市 

ホームセンター

事業 

構築物・敷金保証

金等  
平成17年４月 69 5,325 

当社 

坂東岩井店 

茨城県 

坂東市 

ホームセンター

事業 

構築物・敷金保証

金等  
平成17年７月 388 5,230 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式を減じる。」旨を定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 160,000,000 

計 160,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年８月20日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年11月17日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 41,844,057 41,844,057 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

札幌証券取引所 

－ 

計 41,844,057 41,844,057 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年２月21日～ 

平成17年８月20日 
 － 41,844 －  10,981 －  11,631 



(4）【大株主の状況】 

 （注）上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、

全て信託業務に係るものであります。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）上記「完全議決権株式（その他）」の「株式数」には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株（議決権15個）含

まれております。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個を含めておりま

す。 

  平成17年８月20日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

石黒 靖尋 札幌市中央区伏見４丁目４番27号 5,594 13.37 

有限会社日新企興 札幌市中央区伏見４丁目４番27号 5,407 12.92 

イオン株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目５番１号 5,329 12.74 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,238 7.74 

株式会社石田興産 札幌市厚別区大谷地西１丁目３番30-202号 1,760 4.21 

石黒 靖規 札幌市中央区伏見４丁目４番27号 1,498 3.58 

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,335 3.19 

ホーマック社員持株会 札幌市厚別区厚別中央３条２丁目１番41号 889 2.13 

石田 勉 札幌市厚別区大谷地西１丁目３番30-202号 834 2.00 

株式会社ケーヨー 千葉市若葉区みつわ台１丁目28番１号 614 1.47 

計 － 26,503 63.34 

  平成17年８月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      7,400 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  41,773,000 417,730 － 

単元未満株式 普通株式      63,657 － － 

発行済株式総数 41,844,057 － － 

総株主の議決権 － 417,730 － 



②【自己株式等】 

 （注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が100株（議決権１個）あ

ります。 

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２．「当該中間会計期間における月別最高・最低株価」は、毎月１日より月末までのものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

  平成17年８月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ホーマック株式会社 

札幌市厚別区厚別中

央３条２丁目１番41

号 

7,400 － 7,400 0.0 

計 － 7,400 － 7,400 0.0 

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 969 965 1,082 1,198 1,299 1,193 

最低（円） 879 871 950 1,024 1,122 1,057 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

代表取締役会長 最高経営責任者 
代表取締役会長

兼社長 
最高経営責任者  前田 勝敏  平成17年８月21日

代表取締役社長 
最高執行責任者兼営

業本部長 

代表取締役副社

長 

最高執行責任者兼

営業本部長 
柴田 憲次 平成17年８月21日

取締役 総務・人事統括部長 取締役 
総務・法務統括部

長兼総務部長  
篠原 寛明 平成17年８月21日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成16年２月21日から平成16年８月20日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成16年２月21日から平成16年８月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年２月21日から平成16年８月20日ま

で）及び当中間連結会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（平成16年２月21日から平成16年８月20日まで）及び当中間会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日ま

で）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

（平成16年８月20日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年８月20日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年２月20日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     3,463 4,012   3,965 

２．受取手形及び売掛
金 

    1,683 2,267   1,518 

３．有価証券     360 －   － 

４．たな卸資産     23,781 23,618   22,486 

５．繰延税金資産     278 491   400 

６．その他     1,202 1,642   1,221 

７．貸倒引当金     △4 △0   △0 

流動資産合計     30,764 29.3 32,032 29.8   29,592 28.6

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１．建物及び構築物 ※２   19,152 17,760   18,485 

２．土地 ※２   12,811 12,989   13,011 

３．その他     1,598 1,475   1,583 

有形固定資産合計     33,562 32.0 32,226 30.0   33,079 31.9

(2）無形固定資産           

１．連結調整勘定     225 －   162 

２．その他     5,789 4,944   5,430 

無形固定資産合計     6,014 5.8 4,944 4.6   5,593 5.4

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券     8,833 10,626   8,928 

２．関係会社株式     717 493   653 

３．敷金及び建築協
力金 

    23,047 25,027   23,697 

４．繰延税金資産     195 182   165 

５．その他 ※２   1,708 1,908   1,864 

６．貸倒引当金     △9 △15   △17 

投資その他の資産
合計 

    34,492 32.9 38,223 35.6   35,291 34.1

固定資産合計     74,069 70.7 75,394 70.2   73,964 71.4

資産合計     104,834 100.0 107,427 100.0   103,556 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 

（平成16年８月20日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年８月20日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年２月20日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

※３   21,449 29,499   24,357 

２．短期借入金     10,850 －   6,100 

３．一年以内に返済予
定の長期借入金 

※２   4,082 5,028   4,490 

４．未払法人税等     457 1,652   617 

５．賞与引当金     239 694   239 

６．その他 ※３   4,197 4,323   4,423 

流動負債合計     41,276 39.4 41,198 38.4   40,228 38.8

Ⅱ 固定負債           

１．社債     200 200   200 

２．長期借入金 ※２   11,804 11,617   11,431 

３．退職給付引当金     327 296   310 

４．役員退職慰労引当
金 

    585 536   515 

５．繰延税金負債     1,405 1,825   1,317 

６．その他     3,283 3,183   3,168 

固定負債合計     17,606 16.8 17,659 16.4   16,943 16.4

負債合計     58,883 56.2 58,857 54.8   57,171 55.2

（少数株主持分）           

少数株主持分     1,118 1.0 1,265 1.2   1,117 1.1

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     10,981 10.5 10,981 10.2   10,981 10.6

Ⅱ 資本剰余金     11,631 11.1 11,631 10.8   11,631 11.2

Ⅲ 利益剰余金     19,894 19.0 21,643 20.2   20,480 19.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    2,330 2.2 3,052 2.8   2,180 2.1

Ⅴ 自己株式     △4 △0.0 △6 △0.0   △5 △0.0

資本合計     44,832 42.8 47,303 44.0   45,267 43.7

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    104,834 100.0 107,427 100.0   103,556 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     93,602 100.0 94,112 100.0   179,510 100.0 

Ⅱ 売上原価     68,559 73.2 66,962 71.2   130,383 72.6

売上総利益     25,042 26.8 27,149 28.8   49,127 27.4

Ⅲ 営業収入           

不動産賃貸収入     416 0.4 428 0.5   838 0.4

営業総利益     25,458 27.2 27,577 29.3   49,965 27.8

Ⅳ 販売費及び一般管理
費 

※１   23,860 25.5 24,260 25.8   46,708 26.0

営業利益     1,598 1.7 3,317 3.5   3,257 1.8

Ⅴ 営業外収益           

１．受取利息   50   68 104   

２．受取配当金   75   71 92   

３．持分法による投資
利益 

  －   44 －   

４．保険解約返戻金   －   35 －   

５．その他の営業外収
益 

  42 168 0.2 49 269 0.3 127 325 0.2

Ⅵ 営業外費用           

１．支払利息   101   90 200   

２．支払手数料   19   34 38   

３．持分法による投資
損失 

  40   － 90   

４．その他の営業外費
用 

  7 168 0.2 7 132 0.1 15 345 0.2

経常利益     1,598 1.7 3,454 3.7   3,237 1.8

Ⅶ 特別利益           

１．固定資産売却益   0   0 0   

２．投資有価証券売却
益 

  －   1 39   

３．関係会社株式売却
益 

  －   21 －   

４．貸倒引当金戻入益   1   0 －   

５．保険金収入   － 1 0.0 － 23 0.0 269 309 0.2

Ⅷ 特別損失           

１．固定資産除売却損 ※２ 298   15 313   

２．減損損失 ※３ －   279 －   

３．連結調整勘定償却
額 

  －   108 －   

４．出店計画中止損及
び閉店損 

  318   55 489   

５．地震損失   －   23 19   

６．リース契約解除金   12   12 15   

７．役員特別退職功労
金 

  － 629 0.7 － 495 0.5 80 918 0.5

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    971 1.0 2,983 3.2   2,628 1.5

法人税、住民税及
び事業税 

  456   1,553 1,233   

法人税等調整額   139 596 0.6 △192 1,361 1.4 60 1,293 0.7

少数株主利益     146 0.2 156 0.2   144 0.1

中間（当期）純利
益 

    228 0.2 1,465 1.6   1,190 0.7

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     11,631 11,631   11,631

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    11,631 11,631   11,631

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     20,043 20,480   20,043

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１．中間（当期）純利益   228 1,465 1,190 

２．持分法適用会社の減
少に伴う増加高 

  － 228 75 1,540 － 1,190

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金   376 376 376 376 753 753

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    19,894 21,643   20,480

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   971 2,983 2,628 

減価償却費   1,536 1,423 3,108 

減損損失   － 279 － 

連結調整勘定償却額   62 162 124 

賞与引当金の増減額（減少：△）   △18 454 △18 

退職給付引当金の増減額（減少：△）   △11 △13 △28 

受取利息及び受取配当金   △125 △139 △197 

支払利息   101 90 200 

固定資産売却益   △0 △0 △0 

固定資産除売却損   298 15 313 

保険金収入   － － △269 

出店計画中止損及び閉店損   318 55 489 

地震損失   － 23 19 

役員特別退職功労金   － － 80 

売上債権の増減額（増加：△）   △562 △705 △409 

たな卸資産の増減額（増加：△）   1,863 △1,131 3,158 

仕入債務の増減額（減少：△）   1,164 5,284 4,705 

未払消費税等の増減額（減少：△）   372 △469 639 

その他   265 △194 △380 

小計   6,236 8,117 14,162 

利息及び配当金の受取額   102 90 134 

利息の支払額   △102 △91 △199 

法人税等の還付額   44 8 44 

法人税等の支払額   △844 △518 △1,468 

保険金の受取額   － － 269 

出店計画中止及び閉店による支払額   △171 △158 △453 

地震損失による支払額   － － △17 

役員特別退職功労金の支払額   － － △80 

退職給付制度終了による支払額   △612 － △612 

営業活動によるキャッシュ・フロー   4,651 7,447 11,778 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

有形固定資産の取得による支出   △1,026 △209 △1,457 

有形固定資産の売却による収入   11 1 61 

無形固定資産の取得による支出   △568 △48 △725 

敷金及び建築協力金の差入による支出   △814 △2,544 △2,370 

敷金及び建築協力金の返還による収入   609 1,103 1,307 

投資有価証券の取得による支出   － － △270 

投資有価証券の売却による収入   － 1 54 

投資有価証券の償還による収入   － － 270 

関係会社株式の売却による収入   － 67 － 

その他   △31 152 △51 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,820 △1,476 △3,182 

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の増減額（減少：△）   △2,350 △6,100 △7,100 

長期借入れによる収入   2,000 3,000 4,050 

長期借入金の返済による支出   △1,814 △2,276 △3,830 

割賦債務の返済による支出   △139 △170 △326 

配当金の支払額   △376 △367 △757 

その他   △9 △9 △9 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △2,690 △5,924 △7,973 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）   140 47 622 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高   3,283 3,905 3,283 

Ⅵ 現金及び現金同等物中間期末（期末）残高   3,423 3,952 3,905 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社 

５社 ・ホーマグリーン株式

会社 

   ・クリンデポ株式会社 

   ・ダイレックス株式会

社 

   ・株式会社ゲット 

   ・プロメンテ株式会社 

平成15年８月20日付でプロメ

ンテ㈱は、クリンデポ㈱に商号

変更しております。また、平成

15年８月21日付で新たにプロメ

ンテ㈱を設立し、連結の範囲に

含めております。 

 ホーマグリーン㈱とガーデナ

ー㈱は、ホーマグリーン㈱を存

続会社として、平成15年11月21

日付で合併いたしました。 

(1) 連結子会社 

５社 ・ホーマグリーン株式

会社 

   ・クリンデポ株式会社 

   ・ダイレックス株式会

社 

   ・株式会社ゲット 

   ・プロメンテ株式会社 

  

(1) 連結子会社 

５社 ・ホーマグリーン株式

会社 

   ・クリンデポ株式会社 

   ・ダイレックス株式会

社 

   ・株式会社ゲット 

   ・プロメンテ株式会社 

  

  (2) 非連結子会社 

 該当事項はありません。 

(2) 非連結子会社 

    同   左 

(2) 非連結子会社 

    同   左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社数 

 ４社   主要な会社名 

 ・ノーステックテレコム

株式会社 

 ・株式会社ツルヤ 

 ・ＤＣＭ Ｊａｐａｎ株

式会社 

ノーステックテレコム㈱（釧

路本社）とノーステックテレコ

ム㈱（仙台本社）は、ノーステ

ックテレコム㈱（釧路本社）を

存続会社として、平成15年11月

４日付で合併いたしました。 

(1) 持分法適用の関連会社数 

 ２社   主要な会社名 

 ・株式会社ツルヤ 

 ・ＤＣＭ Ｊａｐａｎ株

式会社 

ノーステックテレコム㈱は株

式売却に伴う持分の減少により

持分法の適用範囲から除外して

おります。 

(1) 持分法適用の関連会社数 

４社   主要な会社名 

 ・ノーステックテレコム

株式会社 

 ・株式会社ツルヤ 

 ・ＤＣＭ Ｊａｐａｎ株

式会社 

  

  (2) 持分法を適用していない関連

会社（(協)テクノポート総合物

流）は、中間純損益及び利益剰

余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

(2)   同   左  (2) 持分法を適用していない関連

会社(協)テクノポート総合物流

は、連結純損益及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重

要性がないため持分法の適用範

囲から除外しております。 

  (3) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、当該会社の

中間会計期間に係る中間財務諸

表を使用しております。 

(3)   同   左 (3) 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、当該会社の事業年度

に係る財務諸表を使用しており

ます。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち、ダイレック

ス㈱、クリンデポ㈱、プロメンテ

㈱の中間決算日は７月20日であ

り、中間連結決算日との差は３ヶ

月以内であるため、当該連結子会

社の中間決算日現在の財務諸表を

基礎として連結を行っておりま

す。ダイレックス㈱、クリンデポ

㈱、プロメンテ㈱以外の連結子会

社の中間決算日と中間連結決算日

は一致しております。 

    同   左  連結子会社のうち、ダイレック

ス㈱、クリンデポ㈱、プロメンテ

㈱の決算日は１月20日であり、連

結決算日との差は３ヶ月以内であ

るため、当該連結子会社の事業年

度に係る財務諸表を基礎として連

結を行っております。ダイレック

ス㈱、クリンデポ㈱、プロメンテ

㈱以外の連結子会社の事業年度末

日と連結決算日は一致しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

① 有価証券 

同   左 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

  ② たな卸資産 

商品 売価還元法による原

価法 

 ただし、商品センター在庫

については主に移動平均法に

よる原価法 

② たな卸資産 

  同   左 

② たな卸資産 

  同   左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除

く） 

平成10年３月以前取得分 

 …定率法 

平成10年４月以降取得分 

 …定額法 

その他の有形固定資産 

 …定率法 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物及び構築物 

 10年～40年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

  同   左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

  同   左 

  ② 無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

② 無形固定資産 

  同   左 

② 無形固定資産 

  同   左 

  ③ 長期前払費用 

 定額法 

③ 長期前払費用 

  同   左 

③ 長期前払費用 

  同   左 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金…債権の貸倒れ

による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同   左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同   左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

  ② 賞与引当金…従業員の賞与

の支給に充てるため支給見込

額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、親会社において前下

期の人事制度の抜本的見直し

に伴う給与規程の改定によ

り、当期に負担すべき賞与は

個人査定分を除き当期の業績

等に基づいて当期に確定する

方法に変更しております。こ

の結果、当中間連結会計期間

末は個人査定分のうち当下期

に支給が見込まれる額を賞与

引当金として計上しておりま

す。 

② 賞与引当金…従業員の賞与

の支給に充てるため支給見込

額に基づき計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

   同   左 

  ③ 退職給付引当金…従業員の

退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

 なお、前下期の人事制度の

抜本的見直しに伴い、親会社

において平成16年４月に適格

退職年金制度から確定拠出年

金制度に移行しております。 

③ 退職給付引当金…従業員の

退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

  

③ 退職給付引当金…従業員の

退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

  

  ④ 役員退職慰労引当金…役員

の退職慰労金の支給に備える

ため、役員退職慰労金規程に

基づく中間連結会計期間末要

支給額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

  同   左 

④ 役員退職慰労引当金…役員

の退職慰労金の支給に備える

ため、役員退職慰労金規程に

基づく連結会計年度末要支給

額を計上しております。 

  (4) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

 同   左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

 同   左 

  (5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(5）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

   消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

 消費税等の会計処理方法 

同   左 

 消費税等の会計処理方法 

同   左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

同   左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日)が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当中間

連結会計期間から同会計基準及び同

適用指針を適用しております。これ

により、営業利益及び経常利益が24

百万円増加し、税金等調整前中間純

利益が255百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

―――――― （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割を販売費及び

一般管理費に108百万円計上してお

ります。この結果、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益が

108百万円減少しております。 

―――――― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年８月20日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年８月20日現在） 

前連結会計年度 
（平成17年２月20日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

17,580百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

18,844百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

18,484百万円であります。 

※２ このうち債務の担保に供している資産

は次のとおりであります。 

※２  

―――――― 

※２ このうち債務の担保に供している資産

は次のとおりであります。 

建物及び構築物 1,371百万円

土地 980 

その他（保険積立

金） 

60 

計 2,411 

 建物及び構築物      1,335百万円

土地  980 

その他（保険積立

金） 

60 

計 2,375 

 上記の資産を担保に供している債務の

種類は次のとおりであります。 

  上記の資産を担保に供している債務の

種類は次のとおりであります。 

長期借入金 1,702百万円

（一年以内返済分を含む） 

 長期借入金      1,618百万円

（一年以内返済分を含む） 

※３ 中間連結会計期間末日満期手形 ※３ 中間連結会計期間末日満期手形 ※３ 連結会計年度末日満期手形 

──────  中間連結会計期間末日満期手形及び同

確定期日現金決済（手形と同条件で手形

期日に現金決済する方式）の会計処理に

ついては、手形交換日及び出金日をもっ

て決済処理をしております。なお、当中

間連結会計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の中間連結会計期間末日

満期手形等が中間連結会計期間末残高に

含まれております。 

 連結会計年度末日満期手形及び同確定

期日現金決済（手形と同条件で手形期日

に現金決済する方式）の会計処理につい

ては、手形交換日及び出金日をもって決

済処理をしております。なお、当連結会

計年度末日が金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形等が

連結会計年度期末残高に含まれておりま

す。 

  支払手形    227百万円

買掛金 5,877 

未払金 188 

支払手形    703百万円

買掛金 5,298 

未払金 117 

 ４ 保証債務  ４ 保証債務  ４ 保証債務 

 下記連結会社以外の会社に対し、以下

の債務保証を行っております。 

 下記連結会社以外の会社に対し、以下

の債務保証を行っております。 

 下記連結会社以外の会社に対し、以下

の債務保証を行っております。 

金融機関からの借入れ及び信用状の決済

資金に対する保証債務 

金融機関からの借入れに対する保証債務 金融機関からの借入れ及び信用状の決済

資金に対する保証債務 

(協)テクノポート

総合物流 
724百万円

DCM Japan㈱ 432 

計 1,156 

(協)テクノポート

総合物流 
   608百万円

DCM Japan㈱ 364 

計 972 

(協)テクノポート

総合物流 
   666百万円

DCM Japan㈱ 398 

計 1,065 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次

のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次

のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次

のとおりであります。 

賃金・給料・手当他 8,529百万円

賞与引当金繰入額 224 

役員退職慰労引当金

繰入額 
14 

賃借料 4,136 

減価償却費 827 

連結調整勘定償却額 62 

賃金・給料・手当他    8,386百万円

賞与引当金繰入額 664 

役員退職慰労引当金

繰入額 
19 

賃借料 4,266 

減価償却費 722 

連結調整勘定償却額 54 

賃金・給料・手当他   16,969百万円

賞与引当金繰入額 228 

役員退職慰労引当金

繰入額 
30 

賃借料 8,263 

減価償却費 1,657 

連結調整勘定償却額 124 

※２ 固定資産除売却損の内訳は次のとおり

であります。 

※２ 固定資産除売却損の内訳は次のとおり

であります。 

※２ 固定資産除売却損の内訳は次のとおり

であります。 

建物及び構築物除売却

損 
212百万円

その他 86 

計 298 

※３ 減損損失 

 当社及び連結子会社は、キャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位として、各店舗及び賃

貸物件等を最小の単位としてグルーピングし

ており、遊休資産についても、当該資産単独

で資産のグルーピングをしております。 

 店舗につきましては、営業活動から生ずる

損益が継続してマイナスである資産グループ

について、遊休資産につきましては、地価の

下落している資産グループについて、減損を

認識し、各々の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（279百万

円）として計上いたしました。 

① 北海道地区 

  用途 店舗（２店舗）、遊休資産 

  種類 建物及び構築物、リース資産、 

     土地、その他 

  減損損失 

② 東北地区 

  用途 店舗（２店舗） 

  種類 建物及び構築物、リース資産、 

     その他 

  減損損失 

③ 関東地区 

  用途 店舗（３店舗） 

  種類 建物及び構築物、リース資産、 

     その他 

  減損損失 

建物及び構築物除売却

損 
  7百万円

その他 7 

計 15 

建物及び構築物    9百万円

土地 20 

リース資産 8 

その他 0 

計 38 

建物及び構築物    64百万円

リース資産 1 

その他 1 

計 66 

建物及び構築物    133百万円

リース資産 26 

その他 14 

計 174 

建物及び構築物除売却

損 
   224百万円

その他 89 

計 313 

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

  店舗については使用価値を、遊休資産につ

いては正味売却価額を回収可能価額としてお

ります。 

 なお、使用価値については、将来キャッシ

ュ・フローを６％で割り引いて算定し、正味

売却価額については、路線価及び固定資産税

評価額等の適切に市場価額を反映していると

考えられる評価額を基に算出し評価しており

ます。 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,463百万円

有価証券勘定 360 

計 3,823 

預け入れ期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△40 

ＭＭＦ及びＣＰ以外の有

価証券 
△360 

現金及び現金同等物 3,423 

現金及び預金勘定   4,012百万円

預け入れ期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△60 

現金及び現金同等物 3,952 

現金及び預金勘定   3,965百万円

預け入れ期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△60 

現金及び現金同等物 3,905 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び構
築物 

1,653 124 1,529 

その他 
(工具・器
具・備品
等) 

8,780 3,875 4,904 

合計 10,433 3,999 6,434 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

減損損失
累計額相
当額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物及

び構築

物 

4,596 334 － 4,261 

 その他 

(工具・
器具・
備品等) 

9,377 5,178 19 4,179 

合計 13,973 5,513 19 8,440 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び構
築物 

2,183 218 1,965

その他 
(工具・器
具・備品
等) 

9,258 4,751 4,506

合計 11,441 4,969 6,471

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額及び

リース資産減損勘定中間期末残高 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 1,776百万円

  １年超 6,016 

  合計 7,792 

 リース資産減損勘定中間期末残高 
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  １年内      2,012百万円

  １年超 8,691 

  合計 10,704 

  １年内      1,766百万円

  １年超 6,163 

  合計 7,930 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

  支払リース料 980百万円

  減価償却費相当額 899百万円

  支払利息相当額 107百万円

  支払リース料    1,077百万円

  リース資産減損勘

定取崩額 
   10百万円

  減価償却費相当額    968百万円

  支払利息相当額    133百万円

  減損損失    30百万円

  支払リース料      2,028百万円

  減価償却費相当額      1,851百万円

  支払利息相当額    222百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

  

４．減価償却費相当額の算定方法 

   同   左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

   同   左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

   同   左 

５．利息相当額の算定方法 

   同   左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（注）減損処理にあたっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行うこととしております。 

   なお、当中間連結会計期間において、減損処理を行った有価証券はありません。 

  前中間連結会計期間末（平成16年８月20日現在） 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 4,262 8,173 3,910 

(2) 債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 4,262 8,173 3,910 

  前中間連結会計期間末（平成16年８月20日現在） 

  
中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 
659 

社債 360 



（当中間連結会計期間末） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（注）減損処理にあたっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行うこととしております。 

   なお、当中間連結会計期間において、減損処理を行ったその他有価証券はありません。 

  当中間連結会計期間末（平成17年８月20日現在） 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 4,352 9,478 5,126 

(2) 債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 4,352 9,478 5,126 

  当中間連結会計期間末（平成17年８月20日現在） 

  
中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 
877 

社債 270 



（前連結会計年度末） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（注）減損処理にあたっては、当連結会計年度における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行うこととしております。 

   なお、当連結会計年度において、減損処理を行った有価証券はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

 当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいてもデリバテ

ィブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  前連結会計年度（平成17年２月20日現在） 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 4,352 8,013 3,660 

(2) 債券 － － － 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 4,352 8,013 3,660 

  前連結会計年度（平成17年２月20日現在） 

  
連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 
644 

社債 270 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社グループにおきましては、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度においてホーム

センター事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高合計及び営業利益合計のいずれも90％超で

あるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において本邦以外の国又は地域に所在する連結

子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において海外売上高がないため、該当事項はあ

りません。 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

１株当たり純資産額 1,071円58銭      1,130円67銭      1,081円99銭 

１株当たり中間（当期）純

利益 
5円45銭  35円02銭   28円44銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 
－ － － 

  なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

同  左 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
228 1,465 1,190 

普通株主に帰属しない金

額（百万円） 
－ － － 

普通株主に係る中間（当

期）純利益（百万円） 
228 1,465 1,190 

期中平均株式数（千株） 41,838 41,837 41,838 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利益の

算定に含めなかった潜在株

式の概要 

 平成12年５月18日の第49

回定時株主総会決議による

新株引受権方式のストック

オプション（株式の数

1,074千株）。  

─────―  平成12年５月18日の第49

回定時株主総会決議による

新株引受権方式のストック

オプション（株式の数

1,068千株）。  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

(平成16年８月20日現在) 
当中間会計期間末 

(平成17年８月20日現在) 
前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年２月20日現在) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   2,631   3,457 3,163   

２．売掛金   1,342   2,039 1,241   

３．たな卸資産   21,808   21,649 20,746   

４．繰延税金資産   208   414 345   

５．その他   2,446   2,560 2,335   

流動資産合計     28,437 29.2 30,121 30.1   27,832 28.7

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１．建物   14,619   13,613 14,171   

２．土地   9,213   9,412 9,412   

３．その他   3,487   3,254 3,379   

有形固定資産合計     27,320 28.0 26,281 26.2   26,963 27.8

(2）無形固定資産     5,722 5.9 4,877 4.9   5,369 5.5

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券   8,763   10,549 8,852   

２．関係会社株式   1,816   1,154 1,816   

３．敷金及び建築協
力金 

  21,953   23,924 22,603   

４．その他   3,391   3,547 3,544   

５．貸倒引当金   －   △362 －   

投資その他の資産
合計 

    35,924 36.9 38,813 38.8   36,816 38.0

固定資産合計     68,968 70.8 69,972 69.9   69,149 71.3

資産合計     97,405 100.0 100,094 100.0   96,982 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

(平成16年８月20日現在) 
当中間会計期間末 

(平成17年８月20日現在) 
前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年２月20日現在) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※３ 1,603   139 1,670   

２．買掛金 ※３ 17,101   25,620 20,628   

３．短期借入金   10,700   － 5,900   

４．一年以内に返済予
定の長期借入金 

  3,591   4,591 3,991   

５．未払法人税等   102   1,293 432   

６．賞与引当金   123   572 145   

７．その他 
※２ 
※３ 

5,752   7,072 5,598   

流動負債合計     38,975 40.0 39,289 39.2   38,367 39.6

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   10,022   10,231 9,827   

２．繰延税金負債   1,405   1,533 1,317   

３．退職給付引当金   102   44 74   

４．役員退職慰労引当
金 

  379   402 387   

５．その他   2,115   2,255 2,100   

固定負債合計     14,025 14.4 14,467 14.5   13,706 14.1

負債合計     53,000 54.4 53,757 53.7   52,073 53.7

          

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     10,981 11.3 10,981 11.0   10,981 11.3

Ⅱ 資本剰余金           

   資本準備金   11,631   11,631 11,631   

    資本剰余金合計     11,631 11.9 11,631 11.6   11,631 12.0

Ⅲ 利益剰余金           

(1）利益準備金   839   839 839   

(2）任意積立金   17,646   18,146 17,646   

(3）中間（当期）未処 
分利益 

  982   1,697 1,640   

   利益剰余金合計     19,467 20.0 20,682 20.7   20,125 20.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    2,328 2.4 3,048 3.0   2,175 2.2

Ⅴ 自己株式     △4 △0.0 △6 △0.0   △5 △0.0

資本合計     44,404 45.6 46,336 46.3   44,908 46.3

負債・資本合計     97,405 100.0 100,094 100.0   96,982 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     87,904 100.0 88,758 100.0   168,291 100.0 

Ⅱ 売上原価     66,085 75.2 64,815 73.0   124,417 73.9

売上総利益     21,818 24.8 23,942 27.0   43,874 26.1

Ⅲ 営業収入     532 0.6 579 0.6   1,104 0.6

営業総利益     22,351 25.4 24,521 27.6   44,978 26.7

Ⅳ 販売費及び一般管理
費 

※１   21,355 24.3 21,888 24.6   42,154 25.0

営業利益     996 1.1 2,633 3.0   2,823 1.7

Ⅴ 営業外収益 ※２   188 0.2 191 0.2   323 0.2

Ⅵ 営業外費用 ※３   73 0.0 88 0.1   145 0.1

経常利益     1,111 1.3 2,736 3.1   3,001 1.8

Ⅶ 特別利益 ※４   4 0.0 1 0.0   44 0.0

Ⅷ 特別損失 ※５   626 0.7 1,038 1.2   832 0.5

税引前中間(当期)
純利益 

    489 0.6 1,699 1.9   2,213 1.3

法人税、住民税及
び事業税 

  101   1,210 914   

法人税等調整額   191 293 0.4 △444 765 0.8 69 983 0.6

中間（当期）純利
益 

    196 0.2 933 1.1   1,230 0.7

前期繰越利益     786 763   786 

中間配当額     － －   376 

中間(当期)未処分
利益 

    982 1,697   1,640 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

  同   左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

   時価のないもの 

移動平均法による原価法 

   時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

  (2）たな卸資産 

商品： 

 売価還元法による原価法 

 ただし、商品センター在庫

については移動平均法による

原価法 

(2) たな卸資産 

同   左 

(2）たな卸資産 

同   左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

平成10年３月以前取得分 

…定率法 

平成10年４月以降取得分 

…定額法 

その他の有形固定資産 

…定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 

…10年～39年 

(1）有形固定資産 

同   左 

(1) 有形固定資産 

同   左 

  (2）無形固定資産 

…定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における見

込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

同   左 

(2) 無形固定資産 

同   左 

  (3）長期前払費用 

…定額法 

(3) 長期前払費用 

同   左 

(3) 長期前払費用 

同   左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金…債権の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1) 貸倒引当金 

同   左 

(1) 貸倒引当金 

同   左 

  (2）賞与引当金…従業員の賞与の

支給に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。 

なお、前下期の人事制度の抜

本的見直しに伴う給与規程の改

定により、当期に負担すべき賞

与は個人査定分を除き当期の業

績等に基づいて当期に確定する

方法に変更しております。この

結果、当中間会計期間末は個人

査定分のうち当下期に支給が見

込まれる額を賞与引当金として

計上しております。 

(2）賞与引当金…従業員の賞与の

支給に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。 

  

(2）賞与引当金 

同   左 

  (3）退職給付引当金…従業員の退

職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務に基

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

なお、前下期の人事制度の抜

本的見直しに伴い、平成16年４

月に適格退職年金制度から確定

拠出年金制度に移行しておりま

す。 

(3）退職給付引当金…従業員の退

職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務に基

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

  

(3) 退職給付引当金…従業員の退

職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務に基

づき計上しております。 

  

  (4）役員退職慰労引当金…役員の

退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づ

く中間期末要支給額を計上して

おります。 

(4) 役員退職慰労引当金 

  同   左 

(4) 役員退職慰労引当金…役員の

退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づ

く期末要支給額を計上しており

ます。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同    左 同    左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

  同   左 

 消費税等の会計処理 

  同   左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日)が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当中間会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これにより、営業

利益及び経常利益が20百万円増加

し、税引前中間純利益が189百万円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

────── （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割を販売費及び一般管

理費に91百万円計上しております。

この結果、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益が91百万円減少し

ております。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成16年８月20日現在） 
当中間会計期間末 

（平成17年８月20日現在） 
前事業年度末 

（平成17年２月20日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 
15,140百万円       16,202百万円      15,876百万円 

※２ 消費税等の表示  仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

412百万円 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

   180百万円 

─────― 

        

※３ 期末日満期手形 ─────―  中間期末日満期手形及び同確

定期日現金決済（手形と同条件

で手形期日に現金決済する方

式）の会計処理については、手

形交換日及び出金日をもって決

済処理をしております。なお、

当中間会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の中間

期末日満期手形等が中間期末残

高に含まれております。 

 期末日満期手形及び同確定期

日現金決済（手形と同条件で手

形期日に現金決済する方式）の

会計処理については、手形交換

日及び出金日をもって決済処理

をしております。なお、当期末

日が金融機関の休日であったた

め、次の当期末日満期手形等が

期末残高に含まれております。 

   支払手形    139百万円

買掛金 5,368 

未払金 188 

  

支払手形    703百万円

買掛金 5,298 

未払金 117 

  

 ４ 保証債務  下記関係会社に対し、以下の

債務保証を行っております。 

金融機関からの借入れ及び信用

状の決済資金に対する保証債務 

 下記関係会社に対し、以下の

債務保証を行っております。 

金融機関からの借入れに対する

保証債務 

 下記関係会社に対し、以下の

債務保証を行っております。 

金融機関からの借入れ及び信用

状の決済資金に対する保証債務 

  ㈱ゲット 570百万円

(協)テクノポ

ート総合物流 
724 

DCM Japan㈱ 432 

計 1,727 

㈱ゲット    400百万円

(協)テクノポ

ート総合物流 
608 

DCM Japan㈱ 364 

ダイレックス

㈱ 
676 

計 2,049 

㈱ゲット    485百万円

(協)テクノポ

ート総合物流 
666 

DCM Japan㈱ 398 

ダイレックス

㈱ 
820 

計 2,371 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日）

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日）

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日）

※１ 減価償却実施額       

有形固定資産 781百万円    681百万円      1,559百万円 

無形固定資産 502 521 1,011 

※２ 営業外収益のうち重要なも

の 

      

受取利息 62百万円   80百万円   128百万円 

受取配当金 92 81 109 

※３ 営業外費用のうち重要なも

の 

      

支払利息 52百万円   51百万円   104百万円 

    支払手数料 19  34  38 

※４ 特別利益のうち重要なもの       

投資有価証券売却益 －   1百万円   39百万円 

※５ 特別損失のうち重要なもの       

建物除売却損 190百万円    6百万円    198百万円 

その他固定資産除売却損 106 7 111 

貸倒引当金繰入額 － 362 － 

関係会社株式評価損 － 361 － 

減損損失 － 209 － 

出店計画中止損及び閉店

損 
318 55 489 

地震損失 － 23 17 

リース契約解除金 11 12 14 

  
 特別損失の主要な項目のう

ち、減損損失の内容は次のと

おりであります。 

 当社は、キャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位とし

て、各店舗及び賃貸物件を最

小の単位としてグルーピング

しており、遊休資産について

も、当該資産単独で資産のグ

ルーピングをしております。 

 店舗につきましては、営業

活動から生ずる損益が継続し

てマイナスである資産グルー

プについて、減損を認識し、

各々の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を

減損損失（209百万円）として

計上いたしました。 

①北海道地区 

 用途 店舗（２店舗） 

種類 建物、リース資産、 

    その他 

 減損損失 

建物    7百万円

リース資産 8 

その他 2 

計 17 

  

 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日）

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日）

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日）

  ②東北地区 

 用途 店舗（２店舗） 

種類 建物、リース資産、 

    その他 

減損損失 

③関東地区 

 用途 店舗（２店舗） 

種類 建物、リース資産、 

    その他 

減損損失 

 店舗については使用価値を

回収可能価額としておりま

す。 

 なお、使用価値について

は、将来キャッシュ・フロー

を６％で割り引いて算定して

おります。 

建物    59百万円

リース資産 1 

その他 5 

計 66 

  

建物   65百万円

リース資産 19 

その他 40 

計 125 

  

 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物 767 57 709 

車輌運搬
具 

43 18 24 

工具・器
具・備品 

8,071 3,571 4,500 

合計 8,882 3,647 5,234 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物 3,709 223 － 3,486 

車輌運
搬具 

54 30 － 24 

工具・
器具・
備品 

8,653 4,756 17 3,879 

合計 12,417 5,010 17 7,389 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

建物 1,297 129 1,167 

車輌運搬
具 

46 24 21 

工具・器
具・備品 

8,522 4,362 4,160 

合計 9,866 4,517 5,348 

  ２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘定

中間期末残高 

 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当

額 

  １年内 1,562百万円

１年超 4,234 

合計 5,796 

 リース資産減損勘定中間期末残

高 

17 

１年内 1,809百万円

１年超 7,098 

合計 8,907 

１年内 1,560百万円

１年超 4,494 

合計 6,054 

  ３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減

損勘定取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

  支払リース料 

865百万円 

減価償却費相当額 

810百万円 

支払利息相当額 

68百万円 

支払リース料 

   967百万円 

リース資産減損勘定取崩額 

   10百万円 

減価償却費相当額 

   884百万円 

支払利息相当額 

  96百万円 

減損損失 

  27百万円 

支払リース料 

     1,807百万円 

減価償却費相当額 

     1,682百万円 

支払利息相当額 

   140百万円 

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

  ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

５．利息相当額の算定方法 

同    左 

５．利息相当額の算定方法 

同    左 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

１株当たり純資産額 1,061円33銭      1,107円57銭      1,073円40銭 

１株当たり中間（当期）

純利益 
4円69銭  22円32銭  29円40銭 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
－ － － 

  なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

同   左 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
196 933 1,230 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
－ － － 

普通株主に係る中間（当

期）純利益（百万円） 
196 933 1,230 

期中平均株式数（千株） 41,838 41,837 41,838 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利益の

算定に含めなかった潜在株

式の概要 

 平成12年５月18日の第49

回定時株主総会決議による

新株引受権方式のストック

オプション（株式の数

1,074千株）。 

─────―  平成12年５月18日の第49

回定時株主総会決議による

新株引受権方式のストック

オプション（株式の数

1,068千株）。  



(2）【その他】 

 平成17年10月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(1) 中間配当による配当金の総額………………………………376,529,562円 

(2) １株当たりの金額……………………………………………９円 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日……………………平成17年10月26日 

 （注） 平成17年８月20日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第54期）（自 平成16年２月21日 至 平成17年２月20日）平成17年５月20日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成17年６月９日関東財務局長に提出 

平成17年５月20日関東財務局長に提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１６年１１月５日 

ホーマック株式会社       

  取 締 役 会 御中  

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 寺 澤   進   印 

  関与社員   公認会計士 谷 藤 雅 俊   印 

  関与社員   公認会計士 山 田   努   印 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホ

ーマック株式会社の平成１６年２月２１日から平成１７年２月２０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１

６年２月２１日から平成１６年８月２０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ホーマック株式会社及び連結子会社の平成１６年８月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１６年２月２１日から平成１６年８月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１７年１１月９日 

ホーマック株式会社       

  取 締 役 会 御中  

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 手 塚 仙 夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 谷 藤 雅 俊   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山 田   努   印 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホ

ーマック株式会社の平成１７年２月２１日から平成１８年２月２０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１

７年２月２１日から平成１７年８月２０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ホーマック株式会社及び連結子会社の平成１７年８月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１７年２月２１日から平成１７年８月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準の適用が認められることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成してい

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１６年１１月５日 

ホーマック株式会社       

  取 締 役 会 御中  

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 寺 澤   進   印 

  関与社員   公認会計士 谷 藤 雅 俊   印 

  関与社員   公認会計士 山 田   努   印 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホ

ーマック株式会社の平成１６年２月２１日から平成１７年２月２０日までの第５４期事業年度の中間会計期間（平成１

６年２月２１日から平成１６年８月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ホーマック株式会社の平成１６年８月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６

年２月２１日から平成１６年８月２０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１７年１１月９日 

ホーマック株式会社       

  取 締 役 会 御中  

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 手 塚 仙 夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 谷 藤 雅 俊   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山 田   努   印 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホ

ーマック株式会社の平成１７年２月２１日から平成１８年２月２０日までの第５５期事業年度の中間会計期間（平成１

７年２月２１日から平成１７年８月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ホーマック株式会社の平成１７年８月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７

年２月２１日から平成１７年８月２０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準の適用が認められることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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